
様式第１０

１．実施した計画の基本的な事項

（１）基礎情報

ア．対象地域

構成市町村等名

地域内総人口（人）

地域総面積（㎢）

地域の要件 人口 面積

地域の要件がその他の場合は
具体的に記載

組合名称（設立年月日）

組合を構成する市町村

イ．計画実施期間

開始年月日

終了年月日

計画期間

（２）対象地域における取組みに関する事項
ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の実施状況

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容
実施地域

実施年度

実施方法

上記が④もしくは⑤の
場合、その詳細

実施しない地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の実施状況
有料化導入状況

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状況
※全ての構成市町村で導入済の場合は記載不要

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況
策定状況

策定済の構成市（計画の名称）

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

①日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）

循環型社会形成推進地域計画改善計画書

令和2年4月1日

令和7年3月31日

5年

金沢市

439,836

468.81

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

石川県ごみ処理広域化計画（平成11年３月策定）

金沢市は、平成10年度に作成された「石川県ごみ処理広域化計画（平成11年３月策定）」において、単独処理を行うことと位置づけられている
が、今後は、廃棄物処理施設の更新時期等を考慮しつつ、必要に応じてごみ処理の広域化及び施設の集約化の可能性について検討を行う。

①構成市全てで策定済
金沢市災害廃棄物処理計画

①全ての構成市町村で導入済

実施済の場合

金沢市（全域）
令和７年度



２　目標の達成状況

（一般廃棄物の処理）
減量化、再生利用に関する指標 現状 目標 実績 　

平成30年度 令和7年度 令和7年度 実績/目標

452,844 463,847 439,836

68,821 57,992 61,418 68%

83,491 79,828 76,340 195%

442 411 411 100%

5,250 5,824 2,302 -514%

157,562 143,644 140,060 126%

953 848 872 77%

　再生利用量 21,048 32,184 16,620 -11%

13% 22% 12%

　最終処分量 20,562 19,946 17,179 -100%

13% 14% 12%

　エネルギー回収量 57,736 48,621 56,749

36,515 34,166 36,515

特記事項

 ※　排出量は実績の割合/目標の割合を記載。再生利用量・最終処分量については、（実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載。

（生活排水の処理）

人口 構成比 人口 構成比 人口 構成比

処理形態別人口 443,448人 95.7% 451,148人 97.3% 435,147人 96.3%

4,159人 0.9% 3,353人 0.7% 2,621人 0.6%

6,762人 1.5% 4,359人 0.9% 4,275人 1.0%

454,369人 98.1% 458,860人 98.9% 442,043人 97.8%

6,326人 1.4% 3,731人 0.8% 8,326人 1.8%

2,692人 0.6% 1,256人 0.3% 1,672人 0.4%

9,018人 2.0% 4,987人 1.1% 9,998人 2.2%

463,387人 100.0% 463,847人 100.0% 452,041人 100.0%

し尿・汚泥の量

生活排水処理に関する指標

合計

浄化槽汚泥量

汲取りし尿量

合計：総人口

小計：未処理人口

非水洗化人口

単独処理浄化槽等

小計：汚水衛生処理人口

合併処理浄化槽等

農業集落排水施設等

公共下水道

令和７年度実績令和7年度目標平成30年度現状

9,857キロリットル

8,270キロリットル

1,587キロリットル

7,229キロリットル

5,956キロリットル

1,273キロリットル

5,696キロリットル

4,965キロリットル

731キロリットル

　排出量

　①総人口（人）

　年間の熱利用量（GJ）

　年間の発電電力量（MWH）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合（％）

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合（％）

　総資源化量（トン）

　1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　総排出量（トン）

　その他排出量（集団回収等）

　1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）



２　目標が達成できなかった要因

３　目標達成に向けた方策
目標達成年度 令和12 年度まで

（都道府県知事の所見）

※令和７年３月31日までに承認された地域計画については、なお従前の様式にて提出できるものとする。

【ア．一般廃棄物の排出量に関する事項】
・事業系ごみの排出量が目標を達成できなかった要因として、コロナ禍後の事業活動回復に伴い、
　１事業者当たりの削減量が目標に到達しなかったことが考えられる。
・その他排出量（集団回収等）が目標を達成できなかった要因として、生活系、事業系共にペーパーレス化の伸展等により、
　古紙の回収量が特に減少したことにより、目標が達成できなかったと考えられる。
【イ．一般廃棄物の再生利用量に関する事項】
・総資源化量の目標を達成できなかった要因として、生活系、事業系共にペーパーレス化の伸展等により、
　古紙の回収量が特に減少しており、資源ごみの排出抑制が促進されたことにより、目標が達成できなかったと考えられる。
【オ．処理形態別人口に関する事項】
・汚水衛生処理人口の目標を達成できなかった要因として、総人口減少に伴い農業集落排水施設等及び合併浄化槽等の汚水衛生処理人口が
　減少したことにより、目標が達成できなかったと考えられる。
・未処理人口の目標を達成できなかった要因として、第３期計画策定時の未処理人口の算定方法に一部誤りがあったことにより、
　目標が達成できなかったと考えられる。
【カ．し尿・汚泥の量に関する事項】
・し尿・汚泥の量の目標を達成できなかった要因として、第３期計画策定時のし尿・汚泥の量の算定方法に一部誤りがあったことにより、
　目標が達成できなかったと考えられる。

【ア．一般廃棄物の排出量に関する事項】
・事業系ごみの排出量を抑制するため、市有施設で処理・処分する事業系ごみの区分は、燃やすごみ及び埋立ごみであり、
　資源ごみについては民間施設で処理しており、資源ごみが埋立ごみとして搬入されることを防ぐため、ペットボトル、
　容器包装プラスチックについて、戸室新保埋立場への搬入禁止措置を徹底するほか、市内すべての事業者がごみの減量化・資源化に
　取り組めるよう、先進事例を収集し、訪問指導時や市が開催する講習会等で紹介していく。
・その他排出量（集団回収等）が減少したのは、ペーパーレス化の伸展等により、資源化量（新聞など）が減少したことが原因なので、
　致し方ないと考えている。その他排出量（集団回収等）を増加させるため、町内会、コミュニティ活動において、集団回収の実施団体数・
　実施世帯数・実施回数等が増加するように、啓発活動の促進をより一層図るように努める。
【イ．一般廃棄物の再生利用量に関する事項】
・総排出量の減少に伴い、総資源化量（一般廃棄物の再生利用量）も一定の割合で減少するのは、避けることができないと考えている。
　総資源化量（一般廃棄物の再生利用量）を増加させるため、その他排出量（集団回収等）の促進をより一層図るように努める。
【オ．処理形態別人口に関する事項】
・公共下水道及び農業集落排水施設の集合型処理施設を中心に未処理人口を取り込むとともに、それらの処理対象外地域においては、
　個人設置型合併処理浄化槽の設置を進め、適正な処理を推進する。
【カ．し尿・汚泥の量に関する事項】
・し尿及び浄化槽汚泥の発生量は、公共下水道などの普及に伴い減少していることから、収集・運搬体制について、当面は現体制である民間の
　許可制を維持していくものの、必要に応じて見直しを検討する。処理についても、当面は西部衛生センターの適正な維持管理に努め、
　適正処理を確保することとするが、施設の老朽化による処理能力の低下が予想されることから、施設更新や公共下水道への直接投入を視野に入れた
　施設整備方針の検討を行う。また、西部衛生センターからのし渣については、引き続き、焼却による衛生処理を行う。

（ごみ処理）
　コロナ禍後の事業活動回復や、ペーパーレス化の伸展等、ごみ処理を取り巻く環境が大きく変化したことを十分に踏まえ、本改善計画書に掲
げる取り組み等を着実に実施し、より多くの指標で目標が達成されるよう努められたい。

（生活排水処理）
　生活排水処理については、今後、本改善計画書に掲げる取り組み等を着実に実施し、汚水衛生処理人口の向上及び水洗化の普及促進に努めら
れたい。


